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はじめに

 当院は、これまで「市立芦屋病院改革プラン（平成 21 年度～平成 25 年度）」や「市立芦

屋病院中期経営計画（平成 26年度～平成 28年度）」に沿って、運営形態の変更や病院更新

築工事、診療機能の充実をはじめとした経営改善に取り組んでまいりました。 

 平成 29年度からは、総務省より示された新たな公立病院改革ガイドラインをもとに、「市

立芦屋病院新改革プラン（以下、「新改革プラン」という。）」を策定し、地域医療構想を踏

まえた当院の役割を明確にするとともに、市の地域包括ケアシステムの実現、経営改善に向

けた様々な取組を進めてまいりました。 

 しかしながら、令和元年 12月に中国湖北省武漢市で端を発した新型コロナウイルス感染

症の拡大により、人々の生活様式、医療を取り巻く環境は一変しました。当院においても新

型コロナウイルス感染症のパンデミックから市民の命と健康を守るため、公立病院として

求められる役割を果たしてまいりましたが、新型コロナウイルス感染症は現在も収束の気

配を見せず、病院経営にとって厳しい状況が続いています。 

 このような状況の中、令和 4 年 3 月に総務省より新たなガイドラインとして「持続可能

な地域医療体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」（以下、「経営強化ガイド

ライン」という。）が示されました。 

経営強化ガイドラインでは、持続可能な地域医療提供体制を確保するため、限られた医

師・看護師等の医療資源を地域全体で最大限効率的に活用するという視点を最も重視し、

公立病院の経営を強化していくことが重要とされており、そのためには、地域の中で各公立

病院が担うべき役割・機能を改めて見直し、明確化・最適化した上で、病院間の連携を強化

する「機能分化・連携強化」を進めていくことが必要とされています。 

また、新たな経営強化の為の取り組みとして「医師・看護師等の確保と働き方改革」、

「新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組」が追加されており、各公立病院は

これらを踏まえた経営強化プランを令和 5 年度までに策定し、更なる経営改善に向けて取

り組むよう要請されています。 

 今回新たに策定する「市立芦屋病院 経営強化プラン」では、当院の基礎となるがん診療、

救急医療、生活習慣病などの診療機能の充実を目指すとともに、引き続き、質の高い安心・

安全な医療を継続して提供できるよう、地域医療機関との機能分化・連携強化、優れた医療

従事者の育成・確保に努めてまいります。また、新興感染症に柔軟に対応するとともに、

地域の感染症対策を担う基幹的な医療機関としての役割も果たしてまいります。 

 開院 70周年を経て、今後も市民の健康と生命を守る芦屋市の中核病院として、役割・機

能を十分に発揮できるよう、これまで以上に経営改善、経営強化を図ってまいります。 
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Ⅰ 当院の目指すべき方向 

１ 病院概要

  名   称  市立芦屋病院 

  所 在 地  芦屋市朝日ケ丘町 39 番 1 号 

  開 設 者  芦屋市長 

  開設年月日  昭和 27 年 7 月 12 日 

  許可病床数  199 床（一般病棟 175 床、緩和ケア病棟 24 床） 

 診 療 科 目  内科 血液内科 腫瘍内科 消化器内科 糖尿病・内分泌内科 循環

器内科 呼吸器内科 緩和ケア内科 脳神経内科 リウマチ内科 外

科 呼吸器外科 消化器外科 乳腺外科 肛門外科 整形外科 産婦

人科 小児科 眼科 耳鼻いんこう科 皮膚科 形成外科 放射線科 

麻酔科 ペインクリニック内科 リハビリテーション科  

以上 26 診療科、院内標榜を除く。 

  運 営 形 態  地方公営企業法の全部適用（平成 21 年 4月 1 日～） 

２ 阪神２次保健医療圏域の現状

（1） 当院の診療圏 

兵庫県は 8の 2次保健医療圏域に分かれており、当院は、芦屋市、西宮市、尼崎市、

伊丹市・宝塚市・川西市・三田市・猪名川町で構成される阪神圏域に位置している。 

【阪神圏域】 

人口：1,755,862 人 

面積：650.04 k ㎡ 

※出典：「兵庫のすがた 2021」 
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阪神圏域のうち、芦屋市、西宮市、尼崎市に所在する主たる病院群の現状は以下のと

おりである。 

【参考】 

  ・関西労災病院        642 床 ・兵庫県立尼崎総合医療センター 730 床 

  ・兵庫医科大学病院      963 床 ・兵庫県立西宮病院       400 床 

  ・西宮市立中央病院      257 床 ・笹生病院           195 床 

  ・市立芦屋病院        199 床 

  ※令和 8 年度には西宮市立中央病院と兵庫県立西宮病院の統合による新病院（552 床）

が開院予定である。 

（2） 芦屋市の人口動態 

   芦屋市における将来人口推計は、2020 年以降減少傾向である一方、受療率の高い後

期高齢者が顕著に増加し、以降 2040 年まで増加すると推測されている。医療需要に

おいても、2015 年の需要量を 100 として指数化した場合、芦屋市は 2025 年以降も増

加傾向が続き、阪神圏域の水準よりも上回って推移することが見込まれている。 

【芦屋市将来推計人口】 

2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 

0～14 歳 11,588 10,495 9,582 8,864 8,358

15～64 歳 55,018 53,315 50,572 46,051 41,266

65～74 歳 12,743 11,849 12,331 14,221 15,340

75 歳以上 14,573 16,412 17,479 17,720 18,574

計 93,922 92,071 89,964 86,856 83,538

※出典：芦屋市推計より算出 

【阪神２次保健医療圏域（芦屋市・西宮市・尼崎市）の医療需要】 

医療需要予測：各年の需要量を以下で計算し、2015 年の国勢調査に基づく需要量＝100 として指数化 

各年の医療需要量＝～14歳×0.6＋15～39歳×0.4＋40～64 歳×1.0＋65～74歳×2.3＋75 歳～×3.9 

※出典：日本医師会 医療情報システムより 
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（3） 地域医療構想1

地域医療構想は、医療分野での医療機能の分化・連携により、患者の状態に応じた

適切な医療を提供する体制を整備するとともに、在宅医療の充実等により、退院患者

の生活を支える体制の構築を目指すものである。 

第 7 次兵庫県保健医療計画（令和 3 年 4 月中間見直しにより一部改定）に掲載さ

れた地域医療構想においては、2025 年（令和 7 年）の医療需要に基づく必要病床機

能について、急性期病床453床及び回復期病床1,611床が不足、高度急性期病床1,165

床及び慢性期病床 589 床の過剰が見込まれており、病床総計では 310 床の不足とな

っている。 

また、令和 2 年 8 月には地域医療構想調整会議における議論の活性化を目的とし

て「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について」の要請通知が厚生

労働省より発出された。これは、一定の診療領域（がん・心血管疾患・脳卒中・救急・

小児・周産期）において、急性期医療の診療実績が特に少ない、あるいは近隣に診療

実績が類似する病院がある公立・公的等医療機関については、「公立・公的等でなけ

れば果たせない役割」を地域で果たしているのか、その機能を改めて検証し、必要に

応じて機能分化やダウンサイジングも含めた再編・統合を検討するよう求められて

おり、今後、地域医療構想調整会議にてさらに協議が進められることになる。 

 【2025 年（令和 7年）の必要病床数推計結果】 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 病床総計 

阪神圏域 
R7 

必要病床数
1,279 3,468 2,859 1,664 9,270

H30 

病床機能報告
2,444 3,015 1,248 2,253 8,960

差引 1,165 △453 △1,611 589 △310

兵庫県 

全体 

R7 

必要病床数
5,901 18,257 16,532 11,765 52,455

H30 

病床機能報告
6,591 24,190 7,893 13,937 52,611

差引 690 5,933 △8,639 2,172 156

※地域医療構想は、兵庫県保健医療計画（令和 3 年 4 月 1 日）2の一部として策定されたも

のであり、地域医療構想に記載がない事項であっても、同計画を踏まえる必要がある。 

1 各圏域において協議の場を設け、国・県・市町の取組の推進と医療機関等の自主的な取組の促進により、

「住民が住み慣れた地域で生活しながら、状態に応じた適切で必要な医療を受けられる」地域医療の提

供体制（＝「地域完結型医療」）について整備することを目的としたもの。

2 医療法第 30 条の 4 に基づき、都道府県が策定する医療計画であると同時に、県民、市町、保健・医療

機関、関係団体の参画と協働のもと、それぞれが取り組むべき保健・医療分野の基本的指針（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲ

ﾝ）としての性格を持つ。

芦屋市 

西宮市 

尼崎市 
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３ 役割・機能の最適化と連携の強化

（1） 地域医療構想を踏まえた当院の果たすべき役割 

当院は基本理念に「芦屋市の中核病院として地域社会に貢献し、患者の意思を尊重

し、最善の医療と癒しを提供します」を掲げ、市民の健康保持に必要な医療を提供す

る市内の中核病院として、地域の診療所等との役割分担と連携により、救急医療を含

め診療体制の充実を図っている。 

地域医療構想では、阪神圏域（芦屋市・西宮市・尼崎市）は急性期病床 453 床の不

足となっているが、高度急性期病床 1,165 床の過剰、回復期病床 1,611 床の不足を解

消するにあたって、急性期病床も含め、病床機能の再編に向けた議論がさらに具体的

に進められることが予想される。当院は、平成 22年 1 月に先行して急性期病床 272 床

から 199 床（うち急性期病床 175 床、緩和ケア病床 24床）に病床の縮小を実施してお

り、芦屋市の中核病院として、診療機能を適切に提供していくためには、現行の病床

規模・機能は必要と考える。公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等に関

する動向、他の公立病院の再編状況を見極めながら地域医療構想を踏まえた当院の担

うべき役割について十分に検討していく。併せて、医療需要の動向並びに診療報酬制

度の改定状況にも注視していく。 

（2） 地域包括ケアシステムの推進に向けて果たすべき役割 

団塊世代が 75歳以上となる 2025 年（令和 7年）を目途に、重度な要介護状態とな

っても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けられることができ

るよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシ

ステムの実現が必要とされている。また、認知症高齢者の増加が見込まれることから、

地域での生活を支えるためにも重要と考えられる。 

当院では、医師会、歯科医師会、薬剤師会及び芦屋市福祉部等の行政の代表者によ

り構成される「芦屋多職種医療介護 ONEチーム」に参加し、地域の特性に応じた地域

包括ケアシステムの推進に向けて取組を進めている。特に切れ目のない在宅医療、介

護連携体制を構築するためには患者急変時の受入れ医療機関の確保は重要であり、地

域の後方支援病院としての役割を充分に果たせるよう体制強化を図る。また、在宅復

帰促進に向けては、地域連携室に退院支援に関わる看護師を配置するとともに、入退

院支援センターの拡充にも取り組み、住み慣れた地域に安心して戻れるよう医療機

関・介護施設等との連携強化を含め取組を進めていく。増加が見込まれる認知症患者

については、芦屋市認知症初期集中支援チーム3との積極的な連携、脳神経内科医及び

認知症看護認定看護師の増員など、様々な角度から地域包括ケアシステムの推進に積

極的に関与していく。 

3 認知症サポート医、看護師、高齢者生活支援センター職員により編成されたチームが、認知症やその

疑いのある方、家族に対して訪問等による支援を概ね 6 ヶ月以内の期間に集中的・包括的に行い、在

宅での自立生活のサポートを行う。
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（3） 機能分化・連携強化への取組  

① 機能分化について

当院は、市の中核病院として 24 時間 365 日体制による二次救急患者の受け入れや

がん診療、外科系疾患の手術対応、生活習慣病の急性憎悪時の診療等を担っている。

また、市内唯一の小児入院医療施設として機能するとともに、地域の医療ニーズに対

応するため緩和ケア病棟を併設し、終末期医療の提供を行っている。 

今般の新型コロナウイルス感染症対応では、発熱外来対応、ワクチン接種業務等に

迅速に対応するとともに、「新型コロナウイルス感染症重点医療機関」の指定を受け、

入院患者の積極的な受入れを行っている。さらに、地域の感染症対策を担う基幹的な

医療機関としての役割も果たすため、関係機関との連携強化に努めているところで

ある。 

また、当院は市民に向けた健康講座や医療従事者向けの医療安全研修会、緩和ケア

研修会等を積極的に実施するなど、地域の医療水準の向上に努めている。 

今後も住民が安心して住み慣れた地域で生活できるよう、当院の機能・特色を発揮

しながら、持続可能な地域医療提供体制の確保に取り組んでいく。 

② 連携強化について

圏域の西部に位置する県立西宮病院、西宮市立中央病院の統合再編により、令和 78

年度には 552 床の高度急性期機能を持った新病院が開設する。新病院は、これまでの

2病院の病床数より減少することに加えて、役割・診療機能も変わることから、機能

分化を踏まえた連携強化に努めていく。 

なお、病院の統合再編については、伊丹市、三田市においても大規模な再編が進め

られている。今後は圏域内における各医療機関の役割・機能も変化することが予測さ

れるため、公立・公的病院、民間病院、診療所等とより一層の連携強化を図りながら、

柔軟に対応していく。 

また、阪神圏域を対象とする阪神医療福祉ネットワーク「h-Anshin むこねっと」4

に参加し、二次救急システム、医療機関機能情報システム、患者情報共有システム等

の IT化されたネットワークを活用し、逆紹介の推進及び各種連携パスへの参加など

地域医療の効率化を目指す。さらに、当院は神戸圏域とも隣接しており、この地域の

医療機関との連携にあたっては当院独自の IT ネットワークである「芦っこメディカ

ルりんく」5を活用し、患者の診療情報を共有するなど連携強化を図る。 

4 患者の同意のもとに、各医療機関に保管されている医療情報を高度に暗号化してインターネットで結

び、医療機関相互で共有することにより、診療に役立てるための仕組み。また、消防などの行政機関

と医療機関が救急医療情報を共有し、円滑な救急医療体制の構築・運営を行う仕組み。ICT を活用し

て複数の医療機関を接続し、診療情報を共有して地域全体で医療に取り組むシステム

5 患者の同意のもとに、当院に保管されている医療情報を高度に暗号化してインターネットで結び、地

域の診療所等のPCで閲覧を可能にするシステム。当院独自のシステムであり、神戸市や県外等の医療

機関との連携にも利用可能
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４ 当院の目指す取り組みについて

（1） 重点取組事項について 

 地域医療構想、地域包括ケアシステムの推進における当院の役割に加えて、これま

で当院が果たしてきた役割や現在の医療資源を踏まえ、経営強化プランでは、次に掲

げる取組を重点取組事項に設定する。 

  【重点取組事項１】  がん対策の強化 

当院では、白血病や悪性リンパ腫などの疾患を扱う血液内科と、胃がん、大腸がん、

肺がん、乳がんなどの固形がんを扱う腫瘍内科が、他職種と連携を図りながら診療を

行っている。また、当院は緩和ケア病棟を有する病院であり、今後も血液内科、腫瘍

内科、緩和ケア内科の 3診療科が存在する病院の強みを生かし、患者の QOL6向上を目

指したがん診療を提供する。 

  【重点取組事項２】  救急医療体制の強化 

24 時間 365 日体制の内科・外科系二次救急を提供することで、地域住民の安心及

び安全を守るともに、救急隊や地域の医療機関と連携し、地域全体の救急医療の充

実を目指す。小児二次救急においても、市内唯一の小児入院医療機関としての機能

を発揮し、小児救急医療の安定的な提供に努めていく。 

  【重点取組事項３】  超高齢社会への対応 

認知症や心不全など高齢者に多い疾患に対応できるよう診療体制の充実を図ると

ともに、リハビリテーション機能のさらなる充実を推進する。また、多臓器に問題

を持つ患者へ迅速に対応できるよう、総合診療医の増員を図るなど、高齢者特有の

診療に対応する。 

  【重点取組事項４】  地域医療への貢献 

地域医療の向上を図るため、地域医療機関との紹介・逆紹介を進めるとともに、患

者が安心して住み慣れた地域で療養できるよう、多職種連携を強化し、市の地域包括

ケアシステム推進における市民病院としての役割を果たす。 

また、医療安全研修等の研修会を通じて、地域の医療従事者支援の支援を行う。 

新興感染症等の感染拡大時においても、継続した医療が提供できるよう感染対策の

徹底、医療従事者の確保等の取組みを平時からより一層進める。 

  【重点取組事項５】  優れた医療従事者の確保と育成 

医療を取り巻く状況の変化に柔軟に対応できるよう、医師や看護師をはじめとした

優れた医療従事者の確保に取り組む。また、職員の負担軽減と医療の質の向上を両立

させるため、働き方改革を推進し、全職員が高いパフォーマンスを発揮できるように

取り組む。 

6 クオリティ・オブ・ライフの略であり、患者が自分らしく納得のいく生活の質の維持を目指す考え方
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（2） 効果的かつ効率的な病院運営への取組 

市の中核病院として、質の高い医療を安定的に提供し続けるため、経営にかかる課題

の抽出・分析を継続的に行うとともに、効果的かつ効率的な経営改善が求められる。 

引き続き、医師をはじめとする診療体制の拡充を図り、救急患者の積極的な受け入れ、

地域医療機関との連携強化、検診業務の充実により、病床稼働率の向上に取り組む。 

さらに、医療機能の充実、新たな診療報酬加算の取得等により、診療単価の増加を図

り、令和 7年度における経常収支の黒字化を目指す。 

なお、経営強化プランに定める各目標値及び収支計画（資料１）における目標設定に

あたっては、令和 4 年度までは新型コロナウイルス感染症による影響を受けているも

のと想定し設定する。 

【経営指標に係る数値目標】（④外来単価については P.26 注記参照）

項 目 
単

位 

Ｒ３年度

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

①経常収支比率※1 ％ 105.8 96.8 97.4 98.6 101.0 102.2 101.6 

②医業収支比率※2 ％ 90.5 92.7 93.9 95.1 97.5 98.8 98.3 

③修正医業収支比率※3 ％ 85.3 87.8 89.1 90.4 92.8 94.1 93.6 

④入院単価 円 53,622 53,000 54,000 55,000 56,000 56,000 56,000 

⑤外来単価 円 16,594 17,000 17,200 17,000 17,000 17,000 17,000

⑥病床利用率※4 ％ 71.7 80.5 85.1 86.0 86.9 87.8 87.8 

⑦1日入院患者数 人 152.5 172.0 181.1 183.1 185.1 187.1 187.1 

⑧1日外来患者数 人 307.6 300.0 310.0 320.0 330.0 340.0 340.0

⑨人件費比率 

（対修正医業収益比率）
％ 69.8 66.9 64.1 63.1 61.5 60.7 61.1 

⑩材料費比率 

（対修正医業収益比率）
％ 20.5 20.7 21.4 21.3 21.2 21.3 21.3 

⑪医師数 人 37 40 40 42 42 42 42 

⑫看護師数 人 149 155 155 158 158 158 158 

※1 経常収支比率：（（医業収益＋医業外収益）／（医業費用＋医業外費用））×100 

 ※2 医業収支比率：（医業収益／医業費用）×100 

 ※3 修正医業収支比率：医業収益から他会計負担金を除いたもの（修正医業収益）を用いて算

出した医業収支比率。（修正医業収益／医業費用）×100 

 経常収支比率、修正医業収支比率の計算式にある医業費用は、P.32 収益的収支の医業費用合

計に減価償却費等（減価償却費、資産減耗費）の合計を加えた数値です。 

※4 病床利用率: 24 時現在病院に在院中の延患者数を年間病床数で除した数 

8



（3） 一般会計負担の考え方 

地方公営企業法に基づく基準内繰入を原則として、以下のとおりの繰入を行うとと

もに、保健・福祉との連携経費など、社会情勢の変化に伴って生じる新たな出資等につ

いては別途協議とする。 

① 医業収益

   （基準内繰入） 

・ 救急医療の確保に要する経費（救急受入体制の構築に伴う経費） 

・ 保健衛生行政事務に要する経費 

② 医業外収益

 （基準内繰入） 

・ 病院事業債利息の 1/2 

・ リハビリテーション医療に要する経費（収入を除いた額） 

・ 小児医療に要する経費（収入を除いた額） 

・ 高度医療に要する経費（収入を除いた額） 

・ 院内保育所の運営に要する経費（収入を除いた額） 

・ 医師及び看護師の研究研修に要する経費の 1/2 

・ 共済組合追加費用の負担に要する経費 

・ 医師の勤務環境の改善に要する経費 

・ 医師の派遣を受けることに要する経費 

・ 基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費 

・ 児童手当の給付に要する経費 

   （別途協議） 

・ 医療・福祉ネットワークバスの運行に要する経費（予め協議において按分した額） 

③ 出資金

  （基準内繰入） 

・ 病院事業債元利償還の 1/2 

・ 病院建設改良に要する経費の 1/2 

５ 経営形態の見直し

当院は、平成 21 年 4 月からの地方公営企業法の全部適用を受けて、病院事業管理者を

設置することにより、病院事業の独自性、医療情勢の変化への即応性を確立していること

からこの形態を継続する。 

地方独立行政法人や指定管理者制度等を用いた他の形態への変更に関しては、調査・研

究を進めながら、必要性がさらに認められる時点において検討を加えることとする。 

9



Ⅱ 市民に提供する診療機能並びに質向上への取組 

１ 市民に提供する診療機能の充実

近隣医療機関との連携及び役割分担の上、5疾病（がん・脳卒中・心筋梗塞等の心血管

疾患、糖尿病、精神疾患）、5事業（救急・災害・へき地・周産期・小児医療）を含めた以

下に記載する事業を重点的に担い、地域の医療ニーズに対応した医療機能の充実を一層

進める。また、各専門職がそれぞれの専門性を発揮しながら連携し、診療科の枠を超えた

質の高い総合的な診療を充実させる。 

【取組事項１】 がん対策の強化 

① がん医療の充実

・手術、化学療法、放射線治療（他の医療機関との連携による）、緩和ケアを効果的

に組み合わせた集学的な治療を提供するとともに、患者の QOL 向上を目指した総

合的な医療とケアを提供する。 

・診療体制の充実を図るため、腫瘍内科医、呼吸器内科医の増員に取り組む。 

・当院の特色でもあるサポーティブケアチーム7の早期介入により、化学療法におけ

る副作用や痛みなどの症状緩和、家族ケア、意思決定支援、緩和ケア病棟へのス

ムーズな移行等を行い、患者・家族が安心して治療が受けられるよう取り組む。 

・がん診療連携拠点病院に準じる病院として、がん医療に関する情報の発信、セカ

ンドオピニオン8、がん患者の相談・支援の充実に取り組む。 

② 各種検診業務の拡充

・疾病の早期発見、早期治療を促進するため、人間ドック、各種がん検診、特定健

診、生活習慣病予防検診の受診者数増加に向けて取り組む。特に人間ドックはオ

プション検査やコースの充実を図るとともに、検査枠を増加することで、受診者

数の増加を図る。 

・地域住民を対象とした「あしや健康フォーラム」や「ホスピタルフェスタ」、公開

講座などを定期的に開催し、疾病予防の啓発活動に積極的に貢献する。 

【人間ドック件数】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

人間ドック

件数 
件 1,150 1,200 1,200 1,300 1,300 1,400 1,400 

7 がん患者、心不全患者、慢性疼痛患者の疼痛ケアに取り組むチーム医療。医師、看護師、薬剤師、公 

認心理師等により構成される 

8 患者が納得のいく治療法を選択することができるよう、治療の進行状況、次の段階の治療選択などに

ついて現在診療を受けている担当医ではなく、他の医療機関の医師に「第２の意見」を求めること 
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③ 生活習慣病への対応 

・市の施策と連携し、生活習慣病患者に対する重症化予防に向けた取組や、疾患の

早期発見・早期治療に向けた取組を行う。 

・糖尿病治療については、教育入院や糖尿病教室を引き続き行うとともに、糖尿病

地域連携パスの利用を促進する。また、糖尿病合併症（循環器・神経・腎臓・眼

底）については、院内の関係診療科と連携を図りながら取り組む。 

・地域の住民を対象とした公開講座や各種教室等の充実を図り、定期的に開催する

など、疾病予防の啓発活動に積極的に取り組む。 

【取組事項２】 救急医療のさらなる充実 

① 救急医療体制の強化

引き続き内科二次救急体制、外科系救急体制を 24時間 365 日堅持し、小児救急体

制及び消化器内視鏡救急体制を継続する。また、これまで以上に救急隊や地域の医

療機関からの緊急診療要請に対応できるよう、救急専従医師の配置を行うとともに、

救急医療に携わる人材の確保・育成に努める。今後も安定した救急医療体制を提供す

ることで、地域住民の安心及び安全を守り、地域の中核病院としての役割を果たす。 

【救急外来患者数・救急搬送応需率】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

救急受入 

患者数 
件 4,513 4,700 4,900 5,100 5,200 5,200 5,200 

うち入院数 件 1,163 1,500 1,600 1,650 1,700 1,700 1,700 

うち救急車

受入れ数 
件 1,308 1,500 1,600 1,650 1,700 1,700 1,700 

救急搬送 

応需率 
％ 82.1 90.0 90.0 91.0 92.0 93.0 93.0 

※救急搬送応需率：救急車来院患者数÷救急車受け入れ要請件数 

【取組事項３】 外科系診療の充実 

① 外科系手術の拡充 

救急受入れの強化、各種検診の取組強化により外科系疾患の患者を積極的に受け

入れし、手術件数の増加を目指す。また、効率的な手術室稼動が出来るよう麻酔科医

や手術室等のスタッフの充実を図り、外科系手術の増加を目指す。 

② 産婦人科医療の拡充 

日本産科婦人科内視鏡学会の認定研修施設として、専門的知識が必要な女性泌尿

器疾患（骨盤臓器脱や尿失禁など）、高度な技術を必要とする腹腔鏡下手術に注力す

るとともに、婦人科腫瘍及び更年期婦人疾患にも対応していく。 
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【手術件数（全診療科）】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

手術件数 件 2,321 3,000 3,000 3,100 3,100 3,100 3,100 

【取組事項４】 超高齢社会への対応 

① 認知症合併患者への対応 

・市の施策である「高齢者がいつまでも安心して暮らせる取組」の推進に協力する

とともに、地域の医療機関と連携を図りながら、認知症の進行予防、地域生活の

維持に必要となる医療を提供する。 

・脳神経センター（脳疾患予防外来）において、軽度認知障害（MCI）の早期発見、

認知症の進行予防を目的とした積極的な薬物治療、リハビリテーション、必要な

環境整備、各種介護サービス等の支援導入を行う。 

・入院治療にあたっては、認知症ケアチームが積極的に介入し、薬の調整や生活リ

ズムを整えるなど、安心して治療を受けられるよう取り組むとともに、地域との

連携を図り、退院後の生活に向けての支援を行う。 

・増加する認知症患者へ対応するため、脳神経内科医、認知症看護認定看護師、作

業療法士、言語聴覚士の増員を図る。 

② リハビリテーションの拡充

理学療法士9、作業療法士10及び言語聴覚士11の増員を図り、総合的なリハビリテー

ションのさらなる提供に努める。特に脳血管疾患、神経疾患、認知症に対する外来

リハビリテーションを強化するとともに、高齢者フレイル外来や脳疾患予防外来、

学習支援外来等への取組を継続する。 

【リハビリテーション件数】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

件数 
件 36,883 42,480 46,440 50,040 50,040 50,040 50,040 

9 PT（Physical Therapist）とも呼ばれ、ケガや病気などで身体に障害のある人や障害の発生が予測され

る人に対して、基本動作能力（座る、立つ、歩くなど）の回復や維持及び障害の悪化の予防を目的に、

運動療法や物理療法（温熱、電気等の物理的手段を治療目的に利用するもの）などを用いて、自立した

日常生活が送れるよう支援する医学的リハビリテーションの専門職

10 OT（Occupational therapist）とも呼ばれ、指を動かす、食事をする、入浴をする、など日常生活を送

る上で必要な機能回復をサポートする専門職

11 ST (Speech-Language-Hearing Therapist)とも呼ばれ、音声機能、言語機能又は聴覚に障害のある者

についてその機能の維持向上を図るため、言語訓練その他の訓練、これに必要な検査及び助言、指導

その他の援助を行うことを業とする専門職
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③ 循環器疾患への対応 

・循環器疾患（心不全・高血圧・動脈硬化・心筋梗塞等）の診断、治療 

・高齢者の心不全増加に対応するため、心不全チームによる活動を継続し、心不全

患者の入院予防、入院日数の短縮、QOL 改善に努める。また、サポーティブケア

チームと連携し、心不全末期における緩和ケア治療を行う。 

④ 総合診療の充実

現在の超高齢社会では、全身の多臓器に問題を持つ患者は少数ではなく、総合内

科の診療が重要な要素となる。患者のからだや心が抱える問題を総合的に診療でき

る診療科として「地域診療科（仮称）」の新設を行い、新規紹介患者の診察、内科救

急に対応するなど、内科初診外来の充実を図る。さらに、ICD（インフェクションコ

ントロールドクター）12の増員・育成に努めることで、新型コロナウイルス感染症や

新興感染症へ迅速に対応できるよう取り組む。 

⑤ 脳卒中への対応 

・西宮市脳卒中地域連携パス会議へ参加し、脳卒中の急性期治療を担う医療機関と

の連携強化を図るとともに、比較的医療ニーズの高い患者の積極的な受入れを実

施する。また、疾病の早期発見、予防につながる脳ドックの実施も継続する。 

・機能改善に向けた理学療法士、作業療法士、言語聴覚士によるリハビリテーショ

ンを提供する。 

【取組事項５】 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 

① 新型コロナウイルス感染症への対応

今後も芦屋市、芦屋健康福祉事務所（芦屋保健所）、芦屋市医師会等の関係医療機

関と連携を図りながら、外来診療、陽性患者の入院診療、リスクの高い患者への

ワクチン接種などに積極的に取り組み、公立病院としての役割を果たす。 

② 地域単位での感染症対策の強化

新型コロナウイルス感染症のパンデミックにより、感染症対策および医療提供体

制確保の重要性が再認識されたことから、「地域単位での感染症対策の強化、推進」

が求められている。 

当院は地域の感染症対策を担う基幹的な医療機関として、芦屋健康福祉事務所、

芦屋市医師会、近隣の病院、診療所と互いに連携を図るとともに、合同カンファレ

ンス（新興感染症等の発生を想定した訓練を含む）の定期開催や連携病院への院内

感染対策に関する助言を行うなど、地域の感染症対策の強化、推進に取り組む。 

12 ICD 制度協議会が認定している資格で、感染症や感染制御、院内感染対策について専門的な知識を有す

る医療従事者（医師・看護師・薬剤師・検査技師） 
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③ 感染症流行下における継続した医療の提供

新型コロナウイルス感染症及び今後も起こり得る新興感染症に対応するため、院

内感染対策チーム（ICT）13、感染管理認定看護師の更なる育成に努めるとともに、

ICD（インフェクションコントロールドクター）の増員を図る。また、感染症流行下

において、迅速に感染症患者を受け入れることができるよう、非常時を想定した病

床の整備、感染防護具等の備蓄を進めるとともに、そうした状況下においても、継

続した医療の提供ができるよう取り組む。 

なお、第 8次医療計画（令和 6年度～令和 11 年度）から追加される「新興感染症

等の感染拡大時における医療」への対応についても、今後の動向を注視しながら、

体制整備に向けて検討を行っていく。 

【取組事項６】 政策医療の適切な実施 

① 小児（救急）医療 

芦屋市内唯一の小児入院医療機関として、小児救急を含めた地域の小児科医療を

支援していくとともに、腎臓疾患の診療及び学習支援外来などの特色ある外来診療

にも引き続き取り組んでいく。 

② 子ども・子育て支援

病児・病後児保育を継続して実施するとともに、市と連携して実施している産後

ケア事業では助産師による産後の心身のケアや育児サポートを行い、産後も安心し

て子育てができるよう取り組む。  

③ 周産期医療 

県立西宮病院等の連携医療機関とのネットワークを強化するとともに、地域のニ

ーズに対応して周産期医療体制の整備を図る。また、ネットワークのシステムにつ

いて、積極的に市民等に広報を行うことにより、利用者の増加に努める。 

④ 災害時の医療体制 

・災害発生時は、病院自体も被災して病院としての機能が制限されることやマンパ

ワーの不足が予想される。このため、市災害対策本部との連携のもと芦屋市医師

会と協働して負傷者等の救急対応を行う。また、県下の自治体病院が相互応援体

制の協定を締結しており、災害が発生した直後に被災した病院が独自に十分な医

療活動ができない場合に、その他の病院が相互扶助精神に基づき、速やかに応援

協力することとなっている。今後とも周辺自治体病院との連携のもとに地域住民

が安心できる医療の提供に努めていく。 

・非常時にも継続して医療を提供できるよう、平時から BCP（事業継続計画）を改

定するとともに、積極的に訓練及び研修に取り組み、危機対応能力を高め、自ら

行動できる職員の育成に努める。 

13 医療施設で、建物内の感染症に関する予防、教育、医薬品などの管理を担当する専門チーム
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２ 地域医療への貢献

地域医療の向上を図るため、地域医療機関との紹介・逆紹介を進めるとともに、患者が

安心して住み慣れた地域で療養できるよう、多職種連携を強化し、市の地域包括ケアシス

テム推進における市民病院としての役割を果たす。また、地域の医療従事者の育成や市民

への医療情報の提供についても積極的に行っていく。 

（1） 紹介率・逆紹介率向上への取組 

地域医療機関との連携をより一層推進するため、地域において必要とされる医療ニ

ーズを的確に把握するとともに、医師による地域医療機関への訪問等により信頼関係

を深め、紹介・逆紹介の推進を図っていく。 

【紹介率・逆紹介率】（逆紹介率については P.26 注記参照）

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

紹介率 ％ 44.4 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 

逆紹介率 ％ 81.1 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 

※地域医療支援病院14の承認基準である紹介率 50％、逆紹介率 70％を目標とする。 

（2） 地域包括ケアシステム推進への貢献 

患者が安心して住み慣れた地域で療養できるよう、入院初期の段階から積極的に退

院支援を行うとともに、患者の状況に応じた支援を行っていく。特に在宅復帰を目指

す患者が在宅へ円滑に移行できるよう、地域のかかりつけ医、介護老健施設、地域包

括支援センター等との連携強化を進めるとともに、退院前カンファレンスを積極的に

実施する。 

今後も市の地域包括ケアシステムを推進し、患者に寄り添ったきめ細やかな対応が

できるよう、地域連携室には退院支援に精通した看護師、社会福祉士を配置するとと

もに、入退院支援センターの拡充にも取り組むなど、地域の中核病院として積極的に

役割を担っていく。 

【在宅復帰率・退院支援介入率】（在宅復帰率については P.26 注記参照）

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

在宅復帰率 ％ 95.9 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0

退院支援 

介入率 
％ 32.8 35.0 36.0 36.0 37.0 37.0 37.0 

  ※退院支援介入率：退院支援に介入した患者数÷退院患者数 

14 かかりつけ医、かかりつけ歯科医を支援し、二次医療圏単位で地域医療の充実を図る病院として、医

療法第 4条の規定に基づき都道府県知事が地域医療支援病院として承認した病院 
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（3） 地域の医療従事者育成への貢献 

地域の医療従事者を対象とする研究会や研修会を企画し、地域全体の医療の質向上

へ取り組む。また、医療関係職種を目指す学生の実習を積極的に受け入れ、優れた専

門知識、専門技術を有する医療従事者の育成に努める。 

（4） 市民への医療情報の提供・発信 

① 当院の役割や機能、特色、治療方針、経営状況等について、広く市民の理解が得

られるよう、広報誌やホームページ、SNS、ケーブルテレビ等の多様な媒体を活用し

た積極的な広報に努める。また、市民がわかりやすい広報誌や病院パンフレットの

改善を図るとともに、ホームページの充実に取り組む。 

② 最新の医療情報や新たな治療法について、地域住民を対象とした公開講座やセミ

ナー等を開催し、医療に関する知識の啓発に努める。 

③ 臨床研究、治験、診療情報の分析等をはじめ、医療に関わる調査研究・情報発信

機能の強化に努める。 

３ 信頼できる質の高い医療の提供

  医療安全対策の徹底、チーム医療の推進により、これまで以上に安全で効率的な医療を

提供する。また、患者や家族の考えを理解したうえで、患者にとって最適な選択ができる

よう意思決定支援を行うとともに、臨床倫理課題についても継続的に検討・共有していく。 

  さらに、高い患者満足度を維持し続けることで、市民とともに魅力的な病院づくりに取

り組んでいく。 

（1） 医療安全対策等の徹底 

・地域住民に信頼される良質な医療を提供するため、リスクマネージャーを中心に、

非日常事例（ヒヤリハット事例）報告の適正な分析等のリスク管理を推進するとと

もに、医療安全に関する情報の収集を行い、医療安全対策を徹底する。 

・全職員が患者の安全を最優先に考え、実践できるよう院内で発生した非日常事例

（ヒヤリハット事例）についての報告を強化するとともに、その内容を分析し、院

内全体で共有することにより、再発防止に取り組むなど、医療安全に関する意識を

醸成する。 

・院内における死亡症例については、引き続き病院長をトップとした幹部職員の会

議において全症例の検討を行うとともに、医療事故が発生した場合には、医療事故

調査制度15に基づき適切な対応を取るとともに、指針に基づき公表することで、医

療に関する信頼性と透明性を確保する。 

・院内感染対策については、感染対策の専門知識を持った医師、看護師、薬剤師及び

検査技師により構成される感染対策チーム（ICT）が中心となり、感染源や感染経

路に応じた適切な院内感染予防策を実施するなど、院内感染対策の充実を図る。 

15 医療事故が発生した医療機関において院内調査を行い、その調査報告を民間の第三者機関（医療事故調

査・支援センター）が収集・分析することで再発防止につなげるための医療事故に係る調査の仕組み 
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また、地域の連携医療機関と相互に訪問し、感染対策の評価を実施するなど院内サ

ーベイランス16の充実に取り組む。 

（2） 医療の標準化 

より安全で効率的な医療を提供するため、クリティカルパス17の作成、適用及び見

直しを推進し、入院患者に対する適用率を 50％以上にする。 

【クリティカルパス適用率】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

ｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽ 

適用率 
％ 52.2 50.0 50.0 52.0 52.0 52.0 52.0 

（3） チーム医療の推進 

超高齢社会のもと、高度・複雑化する疾患にも対応し、各専門職の高い専門性を発

揮するため、医師、看護師等の連携によるチーム医療を一層推進し、患者の QOL 向上

を図る。 

（4） 病院機能評価 

日本医療機能評価機構による病院機能評価の審査を受審し、機能の一層の充実・向

上を推進する。 

（5） 意思決定支援の充実 

当院の「基本理念」や「患者の権利」に基づき、患者中心の医療を常に実践し、イ

ンフォームドコンセントを徹底するとともに、患者自身が最適な医療を納得して選

択できるよう、意思決定の支援を行う。また、患者が主治医以外の専門医の意見やア

ドバイスを求めた場合に適切に対応できるよう、セカンドオピニオンや相談支援の

充実に取り組む。 

（6） 医療倫理観の向上 

① 患者との信頼関係を醸成することが重要であり、カルテ開示など適切な情報開示

に取り組むとともに、患者のプライバシーの保護に努める。さらに、医療倫理観の

向上を図るため、日々の診療における倫理課題を倫理委員会において協議するとと 

もに、カンファレンスや研修を実施し、全職員へ浸透させる。 

   ② 臨床研究や治験を実施する際には、病院に設置された倫理委員会、治験審査委員

会の審議を徹底する。 

16 感染症の発生状況を正確かつ継続的に調査・把握することにより感染症の予防に役立てるシステム

17 入院中に行われる検査・処置・看護・食事などを入院から退院までの時間順にまとめた診療計画表
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（7） 患者満足度の向上 

① 院内に設置している意見箱や患者満足度調査を通じ、患者ニーズをより具体的に

把握し改善策を講じるとともに、患者目線に沿った患者サービスの向上を図る。

② 患者及び来院者により快適な環境を提供するため、待ち時間を短縮する取組、入

院環境（アメニティ）などサービスの向上を図る。

③ 職員の行動、言動や身だしなみが患者満足度に直結することを意識して、定期的

な接遇研修の実施をはじめ、接遇向上に努める。

【患者満足度】（P.26 注記参照）

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

外 来 ％ 99.0 98.0 98.0 98.0 98.0 98.0 98.0 

入 院 ％ 99.0 98.0 98.0 98.0 98.0 98.0 98.0 

４ 医療 ICT 化への取組

（1） 国が推進する医療 ICT 化へ向けた取組 

オンライン資格確認等システムを基盤とした、電子処方せんの導入（複数の医療機

関・薬局をまたがる過去の薬剤情報を共有することで重複投薬の回避が可能になる）

や患者個々の手術、画像診断等の診療情報を閲覧できるシステムの導入が今後進め

られるため、セキュリティ対策や導入にかかるコストの費用対効果を十分に検証し

つつ、医療 ICT化への取組を進める。 

（2） 医療の効率化に向けた ICT 化の取組

現在、各種委員会や会議、カンファレンスについては院内外を問わず、Web会議シ

ステム等を使用したオンラインによる開催が主流となっている。 

当院は令和 3年度に Wi-Fi を導入し、患者とのオンライン診療や地域医療施設、福

祉とのカンファレンスが円滑に進むようネットワーク環境の整備を図っている。オ

ンラインによるカンファレンス開催等の取組は、地域連携の強化、職員の働き方改革

に資するものでもあり、「無線 LAN のセキュリティに関するガイドライン」に沿って

セキュリティ対策を十分に講じながら、安全に情報共有が図れるよう対応する。 

また、医療分野の ICT 化の取組として、医療情報連携ネットワークの普及による患

者情報の利活用、音声入力によるカルテ記載や AIによる画像診断支援などが挙げら

れる。当院においても診療機能に適した効率的で安全なシステムであるか慎重に検

証・検討を行いながら、整備・導入を行っていく。 

18



Ⅲ  業務運営効率化への取組 

地域のニーズに対応した急性期医療の提供及び地域の医療水準の向上等、将来にわた

り地域の期待に応えられるよう、安定的な病院経営を確立するための組織体制を強化  

し、経営基盤の安定化を図る。 

１ 効率的で柔軟な組織体制の確立

地域特性や医療需要に応じた効率的な組織とする。事業管理者、病院長のリーダーシッ

プのもと、医療や病院経営をめぐる環境変化に対し、必要に応じて診療科などの組織の変

更や再編、柔軟な職員配置などを行い、診療報酬改定や患者動向に迅速に対応する。 

２ 優れた専門職の確保と人材育成、並びに働き方改革への取組

医療水準の向上を図るとともに、医療を取り巻く状況の変化に柔軟に対応できるよう、

医師や看護師をはじめとした優れた医療人材の確保に取り組む。また、全職員が必要な技

能や知識を習得できるよう、教育・研修制度を充実させるとともにワークライフバランス

に配慮した職員満足度の高い職場づくりに取り組む。 

（1） 医師、看護師の確保について 

① 医師確保と働き方改革について

医師確保については、幹部職員、医師確保が必要な診療科の医師、人事担当部門に

よる特命チームを編成し、当院の診療に適した医師の確保、増員に努める。また、令

和 6年（2024 年）より適用となる医師の時間外労働の上限規制については、医師職等

処遇改善検討委員会を中心に労働時間の短縮に向けた取組や効果的なタスクシフテ

ィング、タスクシェアリングの実現に取り組む。さらに、医師事務作業補助者による

事務負担軽減や専門医資格等の取得支援、学会参加支援等の労働環境の充実に総合的

に取り組むなど、これまで以上に医師が働きやすい環境整備に努める。 

② 看護師確保と働き方改革について

看護師については、新人看護師への教育の充実や、認定看護師等の資格取得支援、

学会・研修会等の参加支援等により当院でスキルアップできることを通して仕事へ

の意欲を高め、離職防止を図る。さらに、看護職員の負担軽減を図るため、看護補

助者に介護福祉士やヘルパー資格取得者を採用するとともに、夜間における看護補

助者の配置を検討する。 

（2） 全職員が市民病院職員としての誇りと使命感を持って働くことができる魅力あ

る職場づくりを進めるとともに、優れた医療人材の確保に向け採用活動の促進に

取り組む。また、職員の負担軽減と医療の質の向上を両立できるよう、業務の効
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率化を進めるとともに、業務の量や質に応じた適切な人員配置を行う。 

（3） 医療従事者への心理的負担を軽減するため、当院の医師・公認心理師によるメ

ンタルサポート体制を継続するとともに、産業医による面談や外部相談機関の活

用についても定期的に周知を図り、職員が身体的不調に陥らないよう支援に取り

組む。

【職員数】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

医師職 人 37 40 40 42 42 42 42 

看護職 人 149 155 155 158 158 158 158 

医療技術職 人 38 42 45 45 45 45 45 

事務職 人 15 19 19 20 20 20 20 

合 計 人 239 256 259 265 265 265 265 

※ 病院事業管理者を除く 

（4） 臨床初期研修医の確保及び育成 

初期臨床研修18プログラムに基づき、質の高い研修を実施して良質な医師の育成を

行う。大学の襷掛け研修の実施及び臨床研修連携病院の拡充を図る。 

臨床研修終了後19の医師に対する専門分野の研修において、広く公募を行うととも

に、基幹型病院との連携により後期研修プログラムの充実を図り、良質な医療を提供

できる医師を育成する。併せて幅広い総合的な診断能力を有し、全人的な医療を推進

できる医師の育成に取り組む。 

【臨床研修医数】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

初期研修医 人 7 6 6 6 6 6 6 

後期研修医 人 3 6 6 6 6 6 6 

合計 人 10 12 12 12 12 12 12 

18 医師法により、診療に従事しようとする医師は、指定する病院で 2 年間以上の臨床研修を受けること

が義務付けられている。医師として必要な姿勢・態度、専門分野に限らず日常の一般的な診療に適切

に対応できる基本的な診療能力を身につけるための制度

19 後期研修医制度を指し、初期臨床研修を修了した医師を対象とする臨床研修。専門分野の医療技術・

知識を修得する目的で行われる。
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（5） 看護師の育成 

使命感を持った質の高い看護師の育成を行うとともに、高度な看護実践能力を持

ち、医師など他職種との協働によりチーム医療を提供していくことのできる看護師

を育成するため、医療と一体となった看護教育に取り組む。 

全看護師の技術及び意識向上に資するよう、専門看護師20、認定看護師21等の採用

及び資格取得を推進し、看護の質の向上を図る。 

【専門・認定看護師数】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

専門・認定 

看護師数 
人 13 14 14 14 14 15 15 

３ 事務部門の体制強化

病院経営に係る専門性や経営感覚を有し、長期的視点に立って病院運営をリードでき

る事務職員を育成するため、医療分野及び管理分野の双方に精通できるよう適切な配置

を行う。また、有資格者の確保や資格支援を促進するとともに、診療報酬の請求業務につ

いて、収益の安定的確保の面から直営化を含めて体制強化を検討する。 

４ 業績評価制度・給与制度の適切な運用

（1） 業績評価制度について

職員の勤務意欲等の一層の向上を図るため、職員が業務で発揮した実績・資質・能

力等を適正に評価し、職員の給与に反映させるとともに、業務遂行意欲の向上を図る

業績評価制度について、当該制度の適切な運用を継続し、病院の能率的運営につなげる。

なお、医師職の業績評価については、評価方法等について改善を図る。 

（2） 医師職にふさわしい給与体系の検討 

医師が自己の働き方に満足感と納得を感じ、貢献度が平等・公平のもとに客観的な

評価を受け、その成果が給与に反映され、仕事へのモチベーションを上げることがで

きるよう現行の給与制度に点検を加えるとともに、必要に応じて改善を図る。 

５ 自立的な経営管理

目標の着実な達成に向けて、各部門が自発的に取り組むとともに、月次報告を踏まえた

経営分析や、他の医療機関との比較等を行い、機動的及び戦略的な運営を行う。 

（1） 経営意識の向上 

① 全職員が目標及び課題を共有し、各年度計画の進捗管理を PDCA サイクルに基づ

20 特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を用いて水準の高い看護実践のできる看護師

21 複雑で解決困難な看護問題を持つ個人、家族及び集団に対して水準の高い看護ケアを効率よく提供す

るための、特定の専門看護分野の知識・技術を深めた看護師
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き確実に行うことにより、経営改善に取り組み、長期的視点に立った質の高い経営

を進める。

② 経営分析及び経営改善手法等の経営能力並びに診療報酬請求の精度向上を目的

とした研修を定期的に行うことにより、職員の質向上に努める。  

（2） 収入の確保 

① 新患者の確保及び病床の効率的運用

良質で満足度の高いサービスを提供することにより、より多くの患者に当院の利

用を促進し、患者数の増加による収入を確保する。また、救急患者の積極的な受入

れや地域医療機関との連携強化等により、新入院患者の確保に努める。 

② 診療報酬業務の改善

診療報酬制度の改定や医療関連法制の改正等、医療を取り巻く環境の変化に迅速

に対応し、新たな施設基準の取得を行うなど診療報酬の確保に努める。さらに、診

療報酬の請求漏れや査定減の防止に努め、診療行為の確実な収益化を図る。 

③ 未収金対策の徹底

未収金については、新規発生防止及び早期解決の取組を一層推進し、また法的手

段の実施等によりその回収に努める。 

④ 医療資源の活用

医療機器の効率的な使用に努め、臨床工学技士（ME：medical engineer)22による

集中管理及びメンテナンスを実施し、稼働率の向上を図る。また、地域連携を促進

することで、CT、MRI の高度医療機器の共同利用を推進する。 

（3） 業務運営コストの最適化 

① 材料費比率の改善

同種同効医薬品の整理など、さらなる使用医薬品の標準化を推進し、調達方法

及び対象品目等の見直しを行い、物流一元化の評価及び検証を実施するなどによ

り薬品費及び診療材料費等の材料費比率の増加の抑制を図る。 

包括医療等の今後の診療報酬改定を考慮しつつ後発医薬品の採用を促進し、機能評

価係数において評価される数量ベースの後発医薬品使用率の90％以上を目指す。 

【材料費比率（対修正医業収益比率で算出）】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

材料費比率 ％ 20.5 20.7 21.4 21.3 21.2 21.3 21.3 

※（材料費／修正医業収益）×100  

修正医業収益は医業収益から他会計負担金を除いたもの

22 高性能の医療機器の操作方法を医師や看護師等の医療スタッフに指導し、医療機器の保守・点検を行

う技術職
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【後発医薬品使用率】（P.26 注記参照）

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

後発医薬品 

使用率 
％ 94.3 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0

② 人件費比率の改善 

医療の質の向上や医療安全の確保、診療報酬改定に応じた診療体制充実に伴う費

用対効果等を踏まえて、職員配置の増減を柔軟に行うとともに、職種による需給関

係や人件費比率を勘案しながら、適切な人員配置に努める。さらに、人的業務委託

についてもコスト削減とサービスの向上に十分配慮した有効活用を図る。人件費比

率と委託料比率を合計した率については、業務の量と質に応じた病院運営の適切な

率を目指す。会計年度任用職員、業務委託、人材派遣の雇用に際しては、指揮命令

系統の整備、パートナーシップの醸成、社会経済情勢への配慮など、より良質な医

療サービスの提供に主眼を置いて実施するとともに、当該業務の専門性及び特殊性を

鑑み、点検を行う。 

また、複数年契約や複合契約、分離発注の有効性に関しては日常的に点検を行う。 

【人件費比率・人的委託料比率（対修正医業収益比率で算出）】 

項 目 
単

位 

Ｒ３年度 

実績 

Ｒ４年度 

目標 

Ｒ５年度 

目標 

Ｒ６年度

目標 

Ｒ７年度

目標 

Ｒ８年度

目標 

Ｒ９年度

目標 

人件費比率 ％ 69.8 66.9 64.1 63.1 61.5 60.7 61.1 

委託料比率※ ％ 9.5 8.9 8.3 8.4 8.3 8.1 8.2 

合 計 ％ 79.3 75.8 72.4 71.5 69.8 68.8 69.3 

 ※（人件費／修正医業収益）×100  

修正医業収益は医業収益から他会計負担金を除いたもの

※委託料比率は、人材派遣等に係る費用を計上 

③ 経費の節減および適正な契約事務の実施

     売買・請負等の契約においては、徹底的な精査や精力的な価格交渉の継続に加え

て、長期継続契約等の導入により経費節減の取組を進める。また業者の選定にあた

っては、競争性、公平性及び透明性が十分確保される方法により実施する。 
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Ⅳ 収支計画及び資金計画 

経営強化プランで定めた計画を確実に実施することにより、財務内容の改善を図るた

め、以下の目標を達成する。 

１ 経営の改善 

月次の決算状況を評価・分析することにより各部門における経営実態を早期に把握し、

問題点の抽出・改善を図り、経営強化プランの計画期間の各年度における経常収支比率の

改善を目指す。 

２ 収支計画の策定

各項目の着実な実行を前提とした医業収支見込を基に収支計画を策定し、各項目につ

いて毎年度ローリングによる見直しを行い、確実な医業収支の改善を図る。 

・市立芦屋病院収支計画（資料 1） 

３ 医療機器・建物整備に関する計画

安全で良質な医療の向上を維持するためには、効率的・効果的な医療機器の更新及び施

設整備は不可欠なものであり、特に、老朽化している高度医療機器等の更新については、

当院に期待されている診療機能との整合性や、経費面からの費用対効果を稼働率などの

客観的な視点で評価し、年次計画に基づき更新する。 

・市立芦屋病院医療機器等整備計画（資料 2） 

・市立芦屋病院施設整備計画（資料 3） 

４ 債務の償還

新病棟建設事業等で借り入れた企業債及び毎年度の収支不足を補うために一般会計か

らの長期借入金の償還残高が、令和 3年度末に約 77 億円となっている。その元利償還金

の返済は令和 4 年度、令和 5 年度には約 9 億円を見込んでおり、経営を圧迫することが

予測される。 

そのため、収支相償を維持しつつ、借入金の元利償還が可能となるよう経営改善に努める。 
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Ⅴ 市立芦屋病院経営強化プランの点検・評価・公表 

経営強化プランの実効性の確保に関しては、市立芦屋病院経営強化プラン評価委員会

（以下、「委員会」という。）を開催し、進捗状況等について、年 1回以上の評価・検証を

受けることとする。経営強化プランの実行に当たっては、委員会からの助言に基づき行う

ことに努める。 

なお、委員会には、公募による市民委員を加え、市民の意見の反映に努める。 

経営強化プランの進捗状況、委員会の評価・検証内容については、芦屋市議会に報告す

るとともにホームページに公開するなど、市民への情報提供を積極的に行っていく。  
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医療機能等に係る数値目標について 〔注記〕 

医療機能等に係る数値目標について

  経営強化プランにおいて定める数値目標の中で、令和 3年度実績を下回る目標値を設定

した項目については、既に高い目標値を達成している項目であり、令和 4年度以降におい

ても、その水準の維持を目標として設定。 

ページ 項 目 設 定 理 由 

P.15 逆紹介率 
地域医療支援病院の承認基準である「逆紹介率 70％」を

目標値として設定。 

P.15 在宅復帰率 

当院の取得している施設基準「急性期一般入院基本料 1

（7 対 1）」の算定要件として定められている在宅復帰率

は 80％以上であるが、当院はそれを上回る 90％を目標値

として設定。 

P.18 患者満足度 

年 1 回実施する患者満足度調査の中で、当院の総合評価

の項目に対する満足度を目標値として設定。 

令和 2年度において入院・外来共に 98％を達成しており、

今後も高い患者満足度を維持できるよう質改善等に取り

組むため、98％を目標値として設定。 

P.23 
後発医薬品 

使用率 

当院の取得している施設基準「後発医薬品使用体制加算

1」の算定要件として定められている「使用率 90％以上」

を目標値として設定。 
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総　括　表

　Ⅰ　収益的収支 （単位：千円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

1 医業収益 4,890,523 5,639,319 5,772,644 5,921,272 6,008,665 6,030,842 6,014,445 6,031,785 6,020,225

2 医業費用（減価償却費等除く） 5,274,410 5,576,968 5,643,727 5,657,740 5,688,432 5,742,064 5,773,961 5,814,819 5,825,687

3 医業損益（1－2） △ 383,887 62,351 128,917 263,532 320,233 288,778 240,484 216,966 194,538

4 医業外収益・特別利益 1,134,790 372,496 373,876 371,691 368,375 359,786 354,534 351,227 349,112

5 医業外費用・特別損失 139,471 194,244 191,297 189,501 187,611 184,853 180,169 175,915 172,022

6 減価償却前損益(3＋4－5) 611,432 240,603 311,496 445,722 500,997 463,711 414,849 392,278 371,628

7 減価償却費等 403,878 431,480 427,502 413,564 395,465 395,167 398,699 289,393 280,906

8 純損益（6－7） 207,554 △ 190,877 △ 116,006 32,158 105,532 68,544 16,150 102,885 90,722

9 累積損益（前年度9+8） 207,554 16,677 △ 99,329 △ 67,171 38,361 106,905 123,055 225,940 316,662

11,583,873 11,670,011 11,837,865 11,858,592 11,806,950 11,792,619 11,830,520 11,782,064 11,745,553

　Ⅱ　資本的収支

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

10 資本的収入 415,627 535,868 418,440 417,631 429,692 373,481 417,041 469,018 442,939

11 資本的支出 1,008,572 1,121,046 908,709 863,310 847,709 768,744 786,392 843,343 808,504

12 差引額（10－11） △ 592,945 △ 585,178 △ 490,269 △ 445,679 △ 418,017 △ 395,263 △ 369,351 △ 374,325 △ 365,565

　Ⅲ　資金余剰

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

13 単年度資金余剰 41,706 △ 183,147 △ 85,087 5,499 120,875 52,898 16,196 108,297 89,873

14 長期借入金 0 100,000 100,000 0 0 0 0 0 0

15 累積資金余剰 360,348 277,201 292,114 297,613 418,488 471,386 487,582 595,879 685,752

項　　　　　目

項　　　　　目

項　　　　　目

【参考】 当年度未処理欠損金（税抜）
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Ⅰ　収益的収支
（単位：千円）

   項      目 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

　医 業 収 益 4,890,523 5,639,319 5,772,644 5,921,272 6,008,665 6,030,842 6,014,445 6,031,785 6,020,225

入院収益（一般病床） 2,621,285 3,199,824 3,297,328 3,405,040 3,445,920 3,455,366 3,445,920 3,445,920 3,445,920

入院収益（緩和ケア病床） 384,465 379,458 378,432 378,432 378,432 379,458 378,432 378,432 378,432

外来収益 1,240,195 1,295,676 1,321,920 1,357,620 1,392,980 1,404,540 1,398,760 1,416,100 1,404,540

室料差額収益 197,047 301,375 304,684 307,993 311,302 311,302 311,302 311,302 311,302

一般会計負担金 279,331 285,237 285,237 285,237 285,237 285,237 285,237 285,237 285,237

その他医業収益 168,200 177,749 185,043 186,950 194,794 194,939 194,794 194,794 194,794

　医 業 外 収 益 1,124,573 371,496 372,876 370,691 367,375 358,786 353,534 350,227 348,112

一般会計・他会計負担金 367,496 275,929 274,359 272,598 270,797 268,919 266,901 264,905 262,976

その他医業外収益 757,077 95,567 98,517 98,093 96,578 89,867 86,633 85,322 85,136

収益合計 6,015,096 6,010,815 6,145,520 6,291,963 6,376,040 6,389,628 6,367,979 6,382,012 6,368,337

　医　業　費　用 5,274,410 5,576,968 5,643,727 5,657,740 5,688,432 5,742,064 5,773,961 5,814,819 5,825,687

給　与　費 3,298,630 3,429,815 3,460,544 3,464,498 3,472,512 3,508,251 3,539,911 3,563,162 3,576,982

　給　　　料 984,714 1,048,202 1,050,439 1,066,876 1,067,923 1,084,807 1,097,359 1,110,626 1,117,528

　手　　　当 974,098 999,819 1,018,390 1,019,060 1,016,666 1,028,163 1,032,985 1,039,797 1,038,255

　賞与引当金繰入額 188,201 203,939 206,282 206,999 206,780 208,927 210,170 215,829 219,380

　報　　　酬 630,478 600,434 587,649 589,433 590,247 590,711 590,894 591,250 592,269

　法定福利費 430,715 423,491 462,190 464,916 464,867 469,262 471,804 474,862 475,669

　退職給付費 90,424 153,930 135,594 117,214 126,029 126,381 136,699 130,798 133,881

材　料　費 1,058,621 1,146,130 1,170,199 1,193,603 1,216,281 1,223,578 1,219,908 1,228,447 1,223,533

経　　　費 909,004 988,133 995,097 981,752 981,752 992,348 996,255 1,005,323 1,007,285

研究研修費 8,155 12,890 17,887 17,887 17,887 17,887 17,887 17,887 17,887

　医 業 外 費 用 106,847 164,244 161,297 159,501 157,611 154,853 150,169 145,915 142,022

支払利息 82,565 81,805 76,556 72,997 69,366 65,569 61,452 57,434 53,545

  企業債利息 82,366 81,106 75,809 72,286 68,683 64,928 60,892 56,900 53,041

  長期借入金利息 199 324 372 336 308 266 185 159 129

  一時借入金利息 0 375 375 375 375 375 375 375 375

患者外給食材料費 2,142 2,231 2,231 2,231 2,231 2,231 2,231 2,231 2,231

雑損失・消費税 22,140 80,208 82,510 84,273 86,014 87,053 86,486 86,250 86,246

5,381,257 5,741,212 5,805,024 5,817,241 5,846,043 5,896,917 5,924,130 5,960,734 5,967,709

633,839 269,603 340,496 474,722 529,997 492,711 443,849 421,278 400,628

減価償却費 401,080 428,919 424,406 410,468 392,369 392,071 395,603 286,297 277,810

資産減耗費 2,798 2,561 3,096 3,096 3,096 3,096 3,096 3,096 3,096

403,878 431,480 427,502 413,564 395,465 395,167 398,699 289,393 280,906

229,961 △ 161,877 △ 87,006 61,158 134,532 97,544 45,150 131,885 119,722

特別利益 10,217 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

特別損失 32,624 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

207,554 △ 190,877 △ 116,006 32,158 105,532 68,544 16,150 102,885 90,722

経　常　損　益

特
別

損
益

純　　損　　益

収

益

費

用

費　用　合　計

減価償却前損益

減
価
償

却
費
等 計
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Ⅱ　資本的収支

（単位：千円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

 企業債 186,500 299,900 210,000 213,800 213,600 144,300 183,700 245,700 218,400

 　〃　（繰越） 12,800

 他会計出資金 218,200 223,168 208,440 203,831 216,092 229,181 233,341 223,318 224,539

 補助金 3,372

 寄附金 4,315

 投資返還金

 基金繰入金 3,240

 固定資産売却代金

415,627 535,868 418,440 417,631 429,692 373,481 417,041 469,018 442,939

 建設改良費 193,339 317,910 215,028 218,848 218,725 149,382 188,709 250,707 223,425

増改築工事 20,641 65,520 24,605 808 7,054 1,342

 　〃　　　　（繰越） 12,896

医療機器等購入 167,698 234,494 185,423 213,040 206,671 143,040 183,709 245,707 218,425

 　〃　　　　（繰越）

備品購入 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

 企業債償還金 431,400 441,336 411,881 402,662 427,184 453,362 461,683 441,636 444,079

 長期借入金償還金 377,810 359,800 279,800 239,800 199,800 164,000 134,000 149,000 139,000

 投資（職員貸付金） 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

 基金造成費 6,023

1,008,572 1,121,046 908,709 863,310 847,709 768,744 786,392 843,343 808,504

△ 592,945 △ 585,178 △ 490,269 △ 445,679 △ 418,017 △ 395,263 △ 369,351 △ 374,325 △ 365,565資本的収支

項        目

収

入

計

支

出

計
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収支計画の算定にあたって

１ 算定基礎

 ・令和 5年 4月以降の人的資源の配置から「診療機能」並び「療養環境」の充実を基本に算定する。

２ 各項目の積算

(1) 収益的収支
  ① 入院収益          ・病床数については 199床とする。

・看護師配置を 7：1且つ病床稼動率 94％を目標とする。
                  ・入院単価については、令和 4年度を決算見込、令和 5年度を予算と同額とし、令和 7年度までに段階的に 56,000

円を目標とする。

・1日当たり患者数については、令和 4年度を決算見込、令和 5年度を予算と同額とし、令和 8年度までに段階的に
187.1人を目標とする。

  ② 外来収益          ・外来単価については、令和 4年度を決算見込、令和 5年度を予算と同額とし、令和 6年度以降は、外来患者数の
回復および脳神経内科、血液内科における難治性疾患患者に対する高額薬剤の使用による増収を見込み 17,000円
を目標とする。

                  ・1日当たり患者数については、令和 4年度を決算見込、令和 5年度を予算と同数とし、令和 8 年度までに段階的
に 340.0人を目標とする。

 ③ 室料差額収益        ・各病室使用加算額に目標稼働率を乗じて積算

  ④ 一般会計負担金       ・救急医療及び医療相談等に係る一般会計負担金を積算

  ⑤ その他医業収益       ・健診、人間ドック、文書料等を積算

  ⑥ 一般会計補助金       ・令和 5年度予算を基準に積算
⑦ その他医業外収益    ・レンタルテレビ使用料、駐車場使用料等（駐車場利用料 47,000円／日、職員駐車場利用料 6,000円／人）

を積算
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  ⑧ 給 与 費         ・令和 5年度予算（管理者、医師職 40人、看護職 155人、医療技術職 45人、事務職 19人の 260人体制）を基準
とする。

                  ・給料、手当等、法定福利費は、職員数の増減に合わせて積算

                  ・報酬は、令和 5年度予算を基準とする。
  ⑨ 材 料 費         ・令和 5 年度予算を基準とし、入院・外来患者の増減及び脳神経内科、血液内科における難治性疾患患者に対する

高額薬剤の使用を見込み積算

  ⑩ 経 費           ・令和 5年度予算を基準に積算
  ⑪ 研究研修費          ・令和 5年度予算を基準に積算
  ⑫ 借入金利息         ・企業債及び長期借入金の償還利息及び一時借入金に係る支払利息を積算

  ⑬ 患者外給食材料費      ・令和 5年度予算を基準に積算
  ⑭ 雑損失・消費税       ・消費税等納税額で積算し、消費税の増税分を加算する。

  ⑮ 減価償却費等        ・減価償却費、棚卸資産減耗費、固定資産除却費を積算

  ⑯ 特別利益          ・過年度収益、令和 5年度予算と同額とする。
  ⑰ 特別損失          ・過年度損失、令和 5年度予算と同額とする。

(2) 資本的収支
  ① 企 業 債         ・建設改良に係る支払資金の借入額を積算

  ② 他会計出資金        ・建設改良に係る一般会計からの出資金を積算

  ③ 建設改良費         ・施設建設（整備）等の投資的事業及び取得価格 10万円以上、耐用年数 1年以上の医療機器等の購入額を積算
  ④ 企業債償還金        ・建設改良に係る借入金の償還元金を積算（借入時期・金額・利率を実績へ修正）

  ⑤ 長期借入金償還金      ・一般会計借入金の償還元金を積算

  ⑥ 投資（職員貸付金）     ・令和 5年度予算と同額とする。
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（単位：千円）

項 目 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

前 年 度 末 残 高 318,642 360,348 277,201 292,114 297,613 418,488 471,386 487,582 595,879

受 入 資 金 6,421,140 6,602,802 6,531,978 6,675,642 6,782,297 6,755,972 6,785,474 6,849,148 6,814,015

入 院 ・ 外 来 収 益 4,181,079 4,867,059 4,979,639 5,120,010 5,206,125 5,236,126 5,225,500 5,237,903 5,230,592

一般会計負担金・出資金 788,973 784,334 768,036 761,666 772,126 783,337 785,479 773,460 772,752

企 業 債 186,500 299,900 210,000 213,800 213,600 144,300 183,700 245,700 218,400

そ の 他 収 益 1,264,588 651,509 574,303 580,166 590,446 592,209 590,795 592,085 592,271

支 払 資 金 6,379,434 6,785,949 6,617,065 6,670,143 6,661,422 6,703,074 6,769,278 6,740,851 6,724,142

給 与 費 3,261,777 3,402,687 3,448,092 3,421,346 3,408,695 3,481,115 3,585,744 3,500,417 3,478,254

材 料 費 1,136,522 1,201,819 1,223,438 1,247,987 1,271,780 1,280,497 1,277,421 1,285,508 1,281,304

借 入 金 利 息 82,565 81,805 76,556 72,997 69,366 65,569 61,452 57,434 53,545

建 設 改 良 ・ 器 機 購 入 142,649 258,502 266,469 216,938 218,787 184,053 169,046 219,708 237,066

企 業 債 償 還 金 431,400 441,336 411,881 402,662 427,184 453,362 461,683 441,636 444,079

長 期 借 入 金 償 還 金 377,810 359,800 279,800 239,800 199,800 164,000 134,000 149,000 139,000

そ の 他 経 費 946,711 1,040,000 910,829 1,068,413 1,065,810 1,074,478 1,079,932 1,087,148 1,090,894

収 入 ・ 支 出 差 引 41,706 △ 183,147 △ 85,087 5,499 120,875 52,898 16,196 108,297 89,873

長 期 借 入 金 0 100,000 100,000 0 0 0 0 0 0

資 金 残 高 360,348 277,201 292,114 297,613 418,488 471,386 487,582 595,879 685,752

資　　　　　金　　　　　計　　　　　画
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（単位：円）

年　度 整備総額

令和4年度 172,697,847

令和5年度 239,494,000

令和6年度 190,423,000

令和7年度 218,039,548

令和8年度 211,670,600

令和9年度 148,040,000

令和10年度 188,708,046

令和11年度 250,706,580

令和12年度 223,424,682

計 1,843,204,303

医療機器等明細（取得価格300万円以上，税抜） （単位：円）

取得年度 耐用年数 購入価格

眼科用超音波診断装置 H03 6 4,300,000

マイクロ波手術器セット H10 6 5,101,000

ビデオエンドスコープシステム H11 6 4,500,000

カラードプラ超音波診断装置 H13 6 17,000,000

プローブ用超音波観測装置 H13 6 3,520,000

電子内視鏡ビデオヒストロスコープ H14 6 4,300,000

腹腔鏡手術用カメラ H14 6 2,790,000

ベッセルシーリングシステム H15 5 3,250,000

関節鏡セット H15 5 3,200,000

Ⅹ線一般撮影装置 H18 6 8,500,000

スリットランプ H19 8 4,758,000

Ⅹ線一般撮影装置 H19 6 10,450,000

Ｘ線血管造影装置（アンギオ） H19 4 46,434,000

腹腔鏡システム H20 5 5,750,000

全身麻酔装置 H20 6 4,300,000

全自動免疫測定装置 H20 6 22,900,000

密閉式自動固定包理装置 H20 5 4,000,000

大腸内視鏡スコープ H20 6 3,000,000

患者監視モニター H20 6 3,850,000

救急外来血液自動分析装置 H20 6 3,000,000

血液分析装置等 H20 6 34,600,000

マンモ用コイル H21 6 3,000,000

赤外線カメラシステム H21 6 5,000,000

患者監視モニター H21 6 3,150,000

電話交換機 H21 6 9,888,000

超音波診断装置 H21 6 4,250,000

ＤＰＣ分析ソフト H22 6 4,300,000

コンピューター処理放射線撮影装置 H22 6 13,000,000

高周波手術装置 H23 5 3,640,000

ホルター心電図解析装置 H23 6 15,000,000

電子カルテシステム H24 5 429,523,810

脳波計 H24 6 3,640,000

名　　　　　　　　　称

市 立 芦 屋 病 院 医 療 機 器 整 備 計 画
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取得年度 耐用年数 購入価格名　　　　　　　　　称

血液成分分離装置 H24 4 12,800,000

温冷配膳車 H24 5 10,820,000

小腸用ダブルバルーン内視鏡 H24 5 4,657,000

大腸ビデオスコープ H24 6 3,410,000

大腸ビデオスコープ H24 6 3,410,000

大腸ビデオスコープ H24 6 3,410,000

上部汎用ビデオスコープ H24 6 3,664,000

上部汎用ビデオスコープ H24 6 3,664,000

上部汎用ビデオスコープ H24 6 3,150,000

インバータ式コードレス移動型Ⅹ線装置 H24 4 3,380,000

超音波画像診断装置 H24 6 5,100,000

病室モニタシステム H24 6 37,820,000

クリーン蒸気式高圧蒸気滅菌装置 H24 4 14,450,000

クリーン蒸気式高圧蒸気滅菌装置 H24 4 14,450,000

ウォッシャーディスインフェクター H24 4 9,306,000

ウォッシャーディスインフェクター H24 4 9,306,000

ＲＯ水製造装置 H24 6 9,400,000

洗濯機 H24 6 3,646,000

子宮鏡 H24 5 3,040,000

血液ガス分析装置 H24 4 3,400,000

全自動尿検査統合システム H24 5 12,000,000

手術室機器（シーリングペンダント・麻酔用） H24 5 3,469,050

手術室機器（シーリングペンダント・麻酔用） H24 5 3,469,050

手術室機器（シーリングペンダント・麻酔用） H24 5 3,469,050

手術室機器（シーリングペンダント・麻酔用） H24 5 3,469,050

手術室機器（超音波手術装置） H24 5 10,470,664

手術室機器（内視鏡システム） H24 5 9,943,632

手術室機器（手術台） H24 5 9,371,569

手術室機器（プラズマ滅菌装置） H24 5 13,348,140

手術室機器（麻酔器） H24 5 6,287,806

手術室機器（麻酔器） H24 5 6,287,806

手術室機器（麻酔器） H24 5 6,287,806

手術室機器（無影灯） H24 5 3,520,389

手術室機器（無影灯） H24 5 3,520,389

手術室機器（無影灯） H24 5 3,667,072

手術室機器（無影灯） H24 5 3,667,072

手術室機器（無影灯） H24 5 3,960,438

手術室機器（無影灯） H24 5 3,960,438

手術室機器（無影灯） H24 5 4,107,120

手術室機器（無影灯） H24 5 4,107,120

心電計 H24 6 3,450,000

心電計 H24 6 3,450,000

心電計 H24 6 3,450,000

院外パソコン一式 H25 5 6,950,000

骨密度測定装置 H26 6 7,000,000

大腸カプセルシステム H26 6 3,650,000

超音波画像診断装置 H26 6 12,500,000

移動型Ｘ線撮影装置 H27 6 3,560,000
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取得年度 耐用年数 購入価格名　　　　　　　　　称

シラス　HD-OCT H27 6 5,280,000

超音波診断装置 H27 6 4,300,000

超音波診断装置 H28 6 3,300,000

Ｘ線透視診断装置 H28 6 24,700,000

画像解析ワークステーション H28 5 15,000,000

全自動血液凝固測定装置 H28 6 3,240,000

Ｘ線テレビシステム H29 5 6,300,000

血糖検査システム H29 6 7,240,000

生化学自動分析装置 H29 6 3,730,000

超音波画像診断装置 H29 6 3,200,000

内視鏡システム及び内視鏡用超音波観測装置 H30 6 18,368,800

内視鏡用光源装置・ビデオ軟性胃十二指腸鏡 H30 6 7,300,000

パワープロⅡミニドライバー一式 H30 5 3,020,000

細隙灯顕微鏡システム装置 H30 6 5,496,000

内視鏡情報管理システム H30 5 21,000,000

物質併用電気手術器 H30 5 6,250,000

磁気共鳴画像診断装置（ＭＲＩ装置） H30 6 117,500,000

Ｘ線乳房撮影装置（マンモグラフィ装置） H30 6 38,000,000

放射線情報管理システム H30 5 75,000,000

超音波診断装置 H30 6 4,300,000

電子カルテ用端末 H30 5 5,707,400

院内情報ネットワーク H30 5 40,914,700

直流電源装置用蓄電池（非常用バッテリー） H30 6 4,000,000

眼軸長測定装置 R01 6 6,017,300

内視鏡手術システム等一式 R01 6 11,700,000

全身用Ｘ線ＣＴ撮影装置 R01 6 79,946,000

放射線情報管理システムサーバ容量増設 R01 5 4,600,000

検体・細菌・病理検査システム R01 6 48,000,000

総合診断支援ネットワーク管理システム R01 6 19,000,000

生化学自動分析装置 R01 6 16,900,000

病理ホールスライド画像保存表示装置 R01 6 8,120,000

超音波画像診断装置 R01 6 3,950,000

電子カルテシステムサーバ R01 5 41,063,000

電子カルテ用端末 R01 5 8,056,000

公営企業会計システム R01 5 3,400,000

眼科用パルスレーザ手術装置 R02 5 3,636,100

遺伝子解析装置 R02 6 3,950,000

調剤支援システム及び調剤機器 R02 6 27,200,000

簡易陰圧装置 R02 5 12,500,000

屋外診察テント R02 5 3,862,340

患者情報共有システム R02 5 12,600,000

再来受付システム及び自動精算機等一式 R02 5 20,380,000

電子カルテ用端末（デスクトップパソコン） R02 5 3,100,000

人事給与及び出退勤システム機器 R02 5 21,147,000

ナースコールシステム機器 R02 6 8,200,000

内視鏡システム装置一式 R03 6 13,000,000

眼底カメラ用システム R03 6 3,530,000

ビデオ鼻咽喉スコープシステム R03 6 3,135,000

自動採血管準備装置等一式 R03 6 4,500,000
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取得年度 耐用年数 購入価格名　　　　　　　　　称

汎用超音波画像診断装置 R03 6 4,540,000

感染管理システム更新業務 R03 5 3,620,000

情報ネットワーク更新業務（Wi-Fi整備事業） R03 5 19,899,000

電子カルテ用端末 R03 5 3,009,700

自動視野計 R04 6 6,040,000

マルチカラーレーザー光凝固装置 R04 7 11,047,000

治療用電気手術器一式 R04 6 7,002,790

内視鏡システム一式 R04 6 16,110,000

上部消化管用スコープ一式 R04 6 9,090,000

白内障手術装置 R04 5 16,820,000

汎用電動式手術台等一式 R04 5 9,148,200

子宮鏡下手術システム及びカメラヘッド一式 R04 5 4,250,000

ベッドサイドモニタ等一式 R04 6 8,093,500

凍結組織切片作成装置 R04 8 4,630,000

心臓運動負荷モニタリングシステム R04 6 5,020,000

電子カルテ・院外ネットワーク用端末（デスクトップパソコン） R04 5 5,167,500

情報ネットワーク更新業務（院外系ネットワークIT資産管理整備） R04 5 5,990,000

電子カルテシステム更新業務（電子処方箋管理システム） R04 5 3,070,000
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施　設　整　備　計　画

（単位：千円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

電話交換機交換 H24 6 耐用年数超過に伴い交換・更新時期を迎えているもの 18,040

井戸浚渫工事 H24 15
前回浚渫から10年を経過していることから、井戸水の確
保のため浚渫が必要なもの

8,067

照明ＬＥＤ化 H24 6
建物全体に係る照明について、LED照明への切替えを図
るもの

40,040

空調自動制御システム更新 H24 15 耐用年数超過に伴い交換・更新時期を迎えているもの 2,882 808 1,312 1,342

宿直棟外部階段更新工事 H24 10
経年劣化による一部腐食が認められることから、予防的
な更新を行うもの

4,829

冷却水処理装置更新 H24 15 経年劣化に伴う部品交換・更新を行うもの 1,650 1,151

携帯電話受信用アンテナ設置工事 R4 9
院内の携帯電話による電波状況の改善を図るため、受信
アンテナを設置するもの

549

診療情報管理室空調増設工事 H24 15
診療情報管理室の執務室の拡張に伴い空調設備を増設す
るもの

2,143

給湯器更新 H24 15 耐用年数超過に伴い交換・更新時期を迎えているもの 402 480

ＩＴＶカメラ全体改修費 H24 6 耐用年数超過に伴い交換・更新時期を迎えているもの 16,589

外来棟スプリンクラー更新工事 S63 18 耐用年数超過に伴い交換・更新時期を迎えているもの 7,260

太陽光発電システムPC更新工事 H24 10 耐用年数超過に伴い交換・更新時期を迎えているもの 10,560

外来棟屋上防水工事 H24 39
経年劣化に伴い漏水の恐れがあることから、予防的な養
生防水施工が必要なもの

9,020

厨房自動扉更新 H22 12 耐用年数超過に伴い、計画的に更新を行うもの 5,742

施　　　設　　　名　　　称 建設年度 耐用年数 現　　　　　況
整　　　備　　　費　　　用
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